令和３年度　第２回府中市空家等対策協議会会議録
令和３年８月５日（木）　　　　　　
午前１０時から午前１１時１４分まで
市役所北庁舎３階会議室　　　　　　
１　出　席　委　員
高野律雄会長、福田千夏委員、増山あすか委員、立川健豊委員、
山田昭典委員、室本亨委員、小澤博委員、大木幸夫委員、谷本三郎委員、
川辺万吉委員、中山圭三委員、加藤英治委員（１２名）
２　事　務　局

　(1)　生活環境部

　　　山下部長

　(2)　生活環境部環境政策課

　　　田中課長、扇山課長補佐兼管理係長、笹本主任、宮地事務職員

　(3)　都市整備部住宅課

      三浦課長、竹内課長補佐、山元支援係長、谷川事務職員
３　傍　聴　者　０名

４　議　　　題

　(1)　審議事項

　府中市空家等対策計画（案）について

　(2)　報告事項

ア　空き家への対応状況の進行管理について
イ　特定空家等に対する措置の進捗状況について
５　資　　　料

【資料１】府中市空家計画等対策計画（案）

【資料２】府中市空家計画等対策計画（案）新旧対照表

【資料３】東京都内の区市における空き家への対応状況

【資料４】特定空家等に対する措置の進捗状況について
６　公開・非公開の別　一部非公開
事務局
　ただいまより令和３年度第２回府中市空家等対策協議会を開会する。
本日の委員の皆様の出席状況は、東京三弁護士会多摩支部の持田委員、警視庁・府中警察署の下田委員から欠席のご連絡をいただいている。本日の会議は出席委員数が過半数に達しているため、府中市空家等対策協議会運営規程第３条第２項の規定により、有効に成立する。
次に、傍聴者の有無について、本日は傍聴者はおりません。
本日の会議は、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、会議時間を最長で１時間程度と想定しており、ご理解、ご協力のほどよろしくお願いする。
それでは次第の２「会長挨拶」に移る。
会長
（会長挨拶）

事務局
　ここからは会長に進行をお願いする。
会長
　それでは、次第の３「議事」に移る。
　本日の議事は、審議事項１件、報告事項２件である。
　審議事項の府中市空家等対策計画（案）について、事務局から説明をお願いする。
事務局
　資料１について、第１回協議会で委員の皆様からのご意見に加え、市役所関係各所に向けて内容の確認を行った結果、修正や文言整理を行い反映させた計画案の冊子である。
　資料２について、第１回協議会で提出した計画案と、今回提出している資料１の計画案の変更点をまとめた新旧対照表である。

　資料２─１について、先日、資料を委員の皆様に送付した後、修正等のご意見を受け、資料２に追加をしたものである。
　資料２、府中市空家等対策計画（案）新旧対照表について、表の左の部分が資料１の該当ページ、その右隣の枠が、前回の協議会でご意見を受け追加、修正、削除を行った図表または文章が示されている。
続いて、その右隣の枠が、前回の協議会で提出した図表または文章である。一番右の枠については、修正内容及び理由を示したものである。
　初めに、資料１、４ページの図表３、本計画の対象とする空き家の種類について、文言整理のため下線部分を修正したものである。

　次に、資料２の２ページにまたがるが、資料１、５ページと６ページの図表５、空き家対策に係る法令・例規等について、令和３年６月３０日に特定空家等に対する措置に関する適正な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）が改正されたことにより、最新の情報を入れ込んだほうがよいとのご意見を基に、下線部分を追加及び修正したものである。

　次に、資料１、９ページ、空き家の除却等を促進するための土地に係る固定資産税等に関する所要の措置の説明部分について、市役所関係各所に向けて内容の確認を行った結果を踏まえ、下線部分を追加したものである。

　次に、資料１、９ページ、図表８、固定資産税等の住宅用地の課税標準の特例措置について、前回の本協議会にて、同じ内容の図表が２つ記載してある必要はないのではとのご指摘があり、１つの図にまとめたものに差替えをしたものである。

　次に、資料１、１２ページ、図表９、「住宅・土地統計調査」における本市の住宅総数・空き家率等の状況について、文言整理のため下線部分を修正したものである。

　次に、資料１、１３ページ、図表１２、「住宅・土地統計調査」における全国、東京都、本市のその他の住宅の状況について、前回の本協議会にて、同じ数値になるはずのものが図表によって異なっているとのご指摘を受け、数値を統一した上で下線部分を修正したものである。

　次に、資料１の１５ページ上部の荒廃した空き家のランク分けの説明部分について、文言整理のため下線部分を修正したものである。

　次に、資料１、１６ページ下部の（１）空き家の増加の部分について、文言整理のため下線部分を修正したものである。

　次に、資料１、１７ページ、（２）荒廃した空き家の管理について、文言整理のため図を追加したものである。

　次に、資料１、１８ページの②所有者等の把握の必要性について、市役所関係各所に向けて内容の確認を行った結果を踏まえ、下線部分を追加及び修正したものである。

　次に、資料１の１８ページと１９ページの④所有者等の意識・意向把握の必要性について、令和３年６月３０日に特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）が改正されたことにより、最新の情報を入れ込んだほうがよいとのご意見を基に、下線部分を追加したものである。

　次に、資料１の２０ページ、③税制上の問題について、市役所関係各所に向けて内容の確認を行った結果を踏まえ、下線部分を修正したものである。

　次に、資料１の２２ページ、（１）基本的な考え方について、文言整理のため下線部分を追加したものである。

　次に、資料１の２３ページ、図表１７、基本目標の３、行政・地域・関係団体の連携（協働による問題解決）について、文言整理のため下線部分を修正してものである。

　次に、資料１の２６ページ、図表２０、空き家対策の実施体制に関するイメージ図の空き家等となってしまう様々な要因について、文言整理のため下線部分を追加したものである。

　次に、資料１の２７ページ、図表２２、府中市空き地・空き家対策庁内検討委員会の役割について、市役所関係各所に向けて内容の確認を行った結果を踏まえ、下線部分を修正したものである。

　次に、資料１の３１ページ、ウ、庁内で連携した所有者等の把握について、市役所関係各所に向けて内容の確認を行った結果を踏まえ、下線部分を修正したものである。

　次に、資料１の３３ページのア、空家法の権限の行使について、市役所関係各所に向けて内容の確認を行った結果を踏まえ、下線部分を修正したものである。

　次に、資料１の３５ページ、ア、専門家団体との協定に基づく相談体制の整備について、市役所関係各所に向けて内容の確認を行った結果を踏まえ、下線部分を修正したものである。

　次に、資料１の３７ページ、図表２４、空き家の種類に応じた対策に関するイメージ図の売却用の住宅について、前回の本協議会にて、同じ数値になるはずのものが図表によって異なっているとのご指摘を受け、数値を統一した上で下線部分を修正したものである。

　次に、７ページにまたがるが、資料１の４２ページ、数値指標について、前回の本協議会にて、指標設定について見直しをするようご意見を受け、再度事務局にて内容を検討したので、新たな数値指標についてご説明させていただく。

　府中市では、現行の空家等対策計画の計画期間が始まってから、荒廃した空き家に関する苦情相談の件数が年平均４３件となっており、苦情相談を受付けてから解決した件数については、年平均３９件となっている。このことから、未解決の荒廃した空き家の件数が、毎年４件ずつ積み上がっていく状態となっている。

　ここで、第２次空家等対策計画を定め、実行することにより、荒廃した空き家になる前に解決することを目指し、新たな荒廃した空き家の苦情相談件数を年平均４３件から年平均４０件に抑えることを目標とするものである。

　また、空き家に関する対応の手順等を整理することに加えて、適正な進行管理を行うことにより、荒廃した空き家の解決件数を年平均３９件から年平均４６件へ増加させることを目指す。
このことから、未解決の荒廃した空き家の件数が毎年６件ずつ解決していくこととなり、第２次空家等対策計画の計画期間である令和７年度末までの５年間で、３０件未解決の荒廃した空き家を減少させることを目標として、令和２年度末現在の未解決の荒廃した空き家１１０件から８０件を目指すことを数値指標として定め、全体的に修正したものである。

　次に、資料１、４３ページの③特定空家等の所有者等への勧告について、市役所関係各所に向けて内容の確認を行った結果を踏まえ、下線部分を追加したものである。

　次に、資料１、４４ページの下段部分について、市役所関係各所に向けて内容の確認を行った結果を踏まえ、下線部分を修正したものである。

　次に、資料１の４４ページの下段部分について、前回示した計画案では、こちらに固定資産税及び都市計画税の住宅用地の特例措置の図表が記載されていたが、前回の本協議会にて、同じ内容の図が９ページにもあるので、２回載せる必要はないのではとのご指摘を受け、図表を削除したものである。

　続いて資料２─１について、資料１の８ページの①空家等対策の推進に関する特別措置法の現在の状況に即した文言に修正したほうがよいとのご指摘を受け、下線部分を修正したものである。

　次に、資料１の９ページ、④空き家再生等推進事業について、国土交通省の資料に合わせたほうがよいとご指摘を受け、下線部分を追加したものである。

　次に、資料１の１６ページ、図表１６、府中市の空き家対策に係る沿革であるが、相続財産管理人選任申立を入れ込んだほうがよいとのご指摘を受け、下線部分を追加したものである。

次に、資料１の４８ページ、２、法定相続情報証明制度について、文章の表現を実態に即したものに修正したほうがよいとのご指摘を受け、下線部分を修正したものである。

　次に、資料１の冊子、第２次府中市空家等対策計画（案）の４７ページについて、特に前回から変更はないが、応急措置の部分について、令和３年６月３０日のガイドラインの改正を受け、最新の内容に修正をしたいと考えているが、案の作成が間に合わなかったことから、前回と同じ文章となっている。修正案については、第３回の協議会で提出する予定である。

　以上で、資料１、２及び資料２─１の説明を終了する。
会長

以上で説明が終わった。何かご意見やご質問はあるか。
立川委員
まず１点目であるが、９ページ国の動きについて、住宅市場を活用した空き家対策モデル事業を加えた方がよいのではないか。また、第１次計画策定の際は委員として参加していないため、経緯はわからないが、第６章にその他国による新規制度等がありつつ、９ページに国の動きとなっていることが気になる。
　２点目であるが、１６ページの府中市の空き家対策に係る沿革について、特定空家の候補の調査等を行う際、部会を立ち上げて現場を見に行った活動を入れ込んでもよいのではないか。
　３点目であるが、４２ページの数値目標について、積算資料を見たい。
事務局
　１点目及び２点目については、第３回の協議会で案をお示しする。
　３点目についても、現在手持ちの資料がないため、第３回の協議会でお示しする。
福田委員
６月３０日に改正されたガイドラインについて、何か大きく変わったポイントがあれば教えてほしい。
事務局

特定空家等に対する措置に関するガイドラインの主な改正点については大きく３点あり、１点目は、所有者等を特定できない場合の措置について、新たに記載がされたものである。
　２点目は、災害が発生し、または、まさに災害が発生しようとしている場合は、災害対策基本法に基づく措置も考えられるという旨が新たに記載されたものである。

　３点目は、外観上はいわゆる長屋等の建物であっても、それぞれの住戸が別個の建築物である場合には、空家法の対象となるという旨が追加されたものである。
立川委員

空家法基本指針についても改正が３点ほどあったので、補足をする。
１点目は特定空家等の対象には「将来著しく保安上危険又は著しく衛生上有害な状態になることが予見される」空家等も含まれる旨が記載されたこと。
２点目は財産管理人制度について、元々は債券がないと財産管理人の申立てができないものであったが、地方自治体の首長名であれば債権がなくても申立てができることを記載したもの。
３点目は空家等対策協議会の構成員の例に新たにＮＰＯ団体を加えたもの。

この３点が空家法基本指針改正のポイントであるので、申し添えるものである。
会長

たくさんご意見と、ご指導を賜った。
現時点における案について頂いたご意見を踏まえて、事務局で第３回協議会における答申の準備を進めていく。
続いて、（２）の報告事項ア空き家への対応状況の進行管理について、事務局から説明をお願いする
事務局
議事の（２）報告事項、アの空き家への対応状況の進行管理について、前回の第１回協議会でも、特定空家等が認定されてから解決していない案件が多く、勧告等の措置まで進めるべきだとのご意見を多数いただいたことで、現在事務局では、空き家に対する措置の進行管理に係るマニュアルの作成を進めている。

マニュアルについては、次回の第３回協議会で内容をお示しし、委員の皆様よりいただいた意見を反映したものを、第４回の協議会でマニュアルの運用についてご承諾をいただき、令和４年４月から府中市の運用として取り入れて、空き家に対する対応を進めていければと考えている。

　マニュアルの作成に当たり、助言、指導から行政代執行までの措置期限等を府中市の基準として定める必要があるため、本市が今年の６月に東京２３区及び２６市にアンケートを行った。
その結果をまとめた資料として、資料３の東京都内の区市における空き家への対応状況をご用意したので、ご説明をさせていただく。

　１、空き家に関する条例の制定状況について、条例を制定している自治体は２４自治体、制定していない自治体は２４自治体、現在変更中の自治体は１自治体であった。

　２、特定空家等に関する措置を実施する際の判断基準や処理期間等及び手順の根拠について、国交省が定める特定空家等に対する措置に関する適正な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）を根拠としている自治体が５自治体、条例規則を根拠としている自治体が１４自治体、自治体独自の基準を根拠としている自治体が１４自治体であった。

　３、白紙条例における法の規定にない主な規定と本市の対応について、調査結果として、特定空家の認定手続、応急措置、軽微な措置、協議会・審議会の設置の４つの規定があった。

　この４つの規定に対する本市の対応については、まず、特定空家の認定手続について、本市では、空家等対策協議会で審議することで対応している。

　続いて、応急措置について、本市では、アンテナ落下の恐れがある等の緊急の場合の対応については、消防法等の法令の規定で対応している。

　続いて、軽微な措置について、本市では、空き家の解放されている窓を閉鎖するなど、軽微な対応については、所有者に対応を依頼している。

　続いて、協議会・審議会の設置について、本市では条例を設定済みとなっている。

　４、行政代執行によらない応急措置の実施について、令和２年度に実施をしている自治体が５自治体であった。

　５、行政代執行によらない応急措置を実施する場合の根拠法令について、条例規則を根拠としている自治体が１４自治体、民法の事務管理規定を根拠としている自治体が１自治体であった。

　本件に関して、前回の協議会では、府中市は空き家に関する条例を制定しないのかというご質問をいただいたが、今回のアンケート結果を踏まえて、事務局の考えを改めてここで回答をさせていただく。

　条例を制定していない自治体の制定していない理由としては、空家特措法を根拠に対応をしているため、条例制定は不要と考えているとのことで、条例を制定している自治体の条例についても内容を確認したところ、空家特措法と応急措置、軽微な措置に係る部分以外には、大きな相違点がないことが分かった。

　応急措置に係る部分については、先日、委員より、空家等対策計画に災対法第６４条や消防法などの規定を入れれば限られてはくるが、あえて条例を設けなくても応急的な緊急危機対応ができる等の助言をいただいたため、応急措置の部分については、計画に規定を入れ込むことによって対応できるものと考えている。

　このことから、本市としては、空家等対策計画、空家特措法及びマニュアルを使用していくことで空き家問題に対応していくものとして、現時点では、条例の制定は不要と考えている。

　６、令和２年度における空き家に関する処理件数について、空き家に関する相談を処理したのが４４自治体、特定空家等の認定を行ったのが９自治体、以下、記載のとおりである。

　続いて、右側の図について、特定空家等の勧告を行った、固定資産税・住宅用地特例解除命令を行った自治体に、措置期限について個別にヒアリングを行ったものである。指導から勧告までの期間としては平均で４．４７か月、勧告の措置期限の平均の期間は２．２か月、勧告から命令までの期間は平均で３．３か月、命令の措置期限の期間の平均は３．５か月といった結果となった。

　次に、裏面に移る。

　７、空き家等に係る問題の解決や発生抑制に最も寄与していると思われる各区市の取組について、①所有者への適切な時間に依頼、②空き家等の所有者等を対象とした専門家を活用した無料の空き家等相談会の実施、その他については記載のとおり、取組の例が各区市から挙げられた。

　このアンケートの結果を参考に、特定空家等に対する措置のマニュアルの作成を進めて、次回の第３回協議会でマニュアルの案をお示しし、委員の皆様のご意見を頂戴できればと考えている。
　以上で、３の（２）ア、空き家への対応状況の進行管理についての説明を終了する。
会長
以上で説明が終わった。何かご意見やご質問はあるか。
立川委員

資料にあった令和２年度における空き家に関する措置件数の部分で、指導から勧告までの平均期間が、４．４７か月とあるが、府中市の場合指導から２年ぐらい経っているのではないかと思うが、勧告を行う予定はあるのか教えてほしい。

事務局
こちらの資料の中で示されている指導から勧告までの平均期間４．４７か月と、本市の空き家の指導から勧告に至るまでの期間の乖離についての市の考えであるが、現時点では、府中市の特定空家等は指導をしてから勧告に至ってないものが全てである。本市としては、指導の後の運用、ステップをどのように進めていくかということが、明確に決まっていないこともあり、現在、なかなかタイミングがつかめずに、勧告まで至ってないところである。

　今回空き家の計画を見直してく中で、やはり本市としても、そういった空き家問題に関しては、手順を定めて、空き家対策を進めていく必要があると考え、現在マニュアルの作成を進めているところである。
マニュアルの中では、今回お示しした措置の平均期間等を参考にしながら、府中市としての期間を協議会にご相談しながら定めていき、空き家について、特定空家等の措置を粛々と進めていけるようしていきたいと考えている。
会長
他にご意見ご質問はあるか。
ないようであれば、議事の（２）報告事項、アの空き家への対応状況の進行管理については報告了承とする。

続いて、報告事項のイ、特定空家等に対する措置の進捗状況について、個人情報を含む内容のため、府中市情報公開条例第３２条により非公開とさせていただきたいが、それでよろしいか。
（「異議なし」と呼ぶ者あり）
それでは、非公開とさせていただき、事務局から説明をお願いする。
（以降、非公開）
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